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　全人口の6割が農村に暮らすセネガルでは、多くの人々が農業や牧畜業に従事しています。しかし、その多くが周囲の自然
に依存して生活しているため、人口増加により、限りある森林資源や水資源が再生能力以上に利用される傾向にあります。
その結果、環境劣化※1が引き起こされ、農業などの生産性が低下し、さらなる貧困の拡大を生む、という悪循環が問題と
なっています。このため、2008年、政府は、環境と経済が両立する持続可能な村落開発と農村部での雇用拡大を目的とした
「エコビレッジ※2計画」を打ち出しました。しかし、実施機関のエコビレッジ庁は、活動の実態が伴っていませんでした。
　そこで日本は、エコビレッジ庁と連携し、エコビレッジ計画を推進するため､セネガルの州レベルでの開発計画の策定や実
施体制の構築を支援しています。具体的には､農業省など中央省庁とエコロジー・自然保護局などの各州関係機関との調整
を行う「エコ・プラットフォーム」を構築し、パイロット事業として、異なる生態系を有
するルーガ州、ファティック州、ティエス州の3州で､それぞれの地域の資源と開発
ニーズに基づいた開発事業計画の策定と実施を試験的に行っています。ファティッ
ク州海岸部のマングローブ林は、近年外部からの侵入者による伐採圧力などによ
り存続の危機にありましたが、住民が植林による再生に取り組んでおり、マング
ローブ林には魚やエビが戻ってきています。また、遊牧民の多い北部ルーガ州で
は、家畜の糞

ふん

を利用して燃料に使うバイオガスを発生させる装置（バイオダイジェ
スター）の普及が進められています。
　エコビレッジ計画を将来的に全国展開するためには、中央政府だけでなく州レ
ベル政府が自発的に関与することが不可欠です。これからも各州レベルでエコ・プ
ラットフォームを構築して連携強化を図るとともに､地元の意向を反映させたエコ
ビレッジ化を推進していきます。（2014年8月時点）

※1　	可耕地の65％（250万ヘクタール）が土壌劣化の影響下にあるとされる（劣化土壌地域における土壌劣化抑
制・有効利用促進のための能力強化プロジェクト（CODEVAL）第1年次業務完了報告書より）。

※2　	環境､経済､社会の3つの側面で高い持続可能性を有するようなコミュニティ。エコビレッジ化を目指す村落
開発事業として､自然エネルギーを活用した生計向上活動などが挙げられる。

環境と経済が調和した村落開発推進計画（エコビレッジ推進計画）　
開発調査型技術協力（2012年10月～実施中）セネガル

地下水位が非常に浅い（10m程度）というニャイ地
区の地理的条件を活かし、太陽光を動力源とした
揚水ポンプを設置することで効率的で経済的な農
業の確立・普及を目指す（写真：JICA）

　ナカラ回廊とは、インド洋に面するモザンビーク北部のナカラ港を玄関口とし、モザンビーク北部と、マラウイ、ザンビアと
いった近隣の内陸国を結ぶ地域の大動脈です。これは、モザンビークが有する豊富な鉱物・エネルギー資源の輸送路として
も、また、農業開発が進めばその潜在的な可能性が大きい農産品の輸送ルートとしても重要です。　日本は、ナカラ回廊開
発の推進のため、回廊と周辺地域を結ぶ道路・橋

きょう

梁
りょう

改修やナカラ港の整備・電力等のインフラ整備を支援するとともに、農業
開発、教育、給水支援などにも積極的に取り組み、包括的な回廊開発支援を行っています。これらを総合して「ナカラ回廊開
発・整備プログラム」といいます。
　インフラ整備では、国道上の350kmの改修事業である円借款「ナンプラ－クアンバ間道路改善計画」や国道上に13ある
橋梁の新設・架け替えを行う協力である無償資金協力「イレ－クアンバ間道路橋梁整備計画」などを実施中です。また、教育
関連支援では、無償資金協力「ナンプラ州中学校改善計画」を実施してい
ます。この協力は、モザンビーク国内で中等教育への就学率が低い北部ナ
ンプラ州において、中学校4校（合計教室数49教室）を新設し、事務機器、
教育用機材など必要な機材を供与するものです。
　ほかにも、給水関連支援としては、「ニアッサ州持続的地方給水・衛生改
善プロジェクト」があります。この協力は、これまで大規模な支援が行われ
ていなかったニアッサ州を対象に給水・衛生改善を図るとともに、ニアッサ
州公共事業局をはじめとするモザンビーク側関係機関の計画・実施管理・
モニタリングの能力強化を目指すものです。日本は、様々な分野の支援を
通じて、ナカラ回廊の総合開発を目指しています。（2014年8月時点）

ナカラ回廊開発・整備プログラム　
無償資金協力、円借款、技術協力プロジェクト等（2010年3月～実施中）モザンビーク

ほかのドナーにより建設された施設の維持管理状況を確認する
小島寛明専門家。本プロジェクトでも類似のハンドポンプ付き
深井戸給水施設約30基の建設が予定されている（写真：JICA）




